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PIO-NET情報
（全国消費生活情報
ネットワークシステム）

14,009件※1

事故情報の集約・活用

消費者

消費者庁（事故情報を一元的に集約し、分析）
累積件数：402,214件、2024年度登録件数：28,634件
（※医療機関ネットワーク参画機関からの情報提供除く）

消費者の生命・身体に係る事故発生

※2 消費生活用製品とは、主として一般消費者の生活の用に供される
製品のうち、他の法令で個別に安全規制が設けられ、その規制の対
象となっているもの（食品・医薬品・乗用車等）を除く製品。

事故情報の相談・通報等

重大製品
事故の報告

（消費生活用製品※2）
1,295件※1

事業者
医療機関ネット
ワーク参画機関

事故情報データ
バンク参画機関

事故情報
の提供

6,082件※1

事故情報
の提供

消費生活用製品安全法
に基づく報告 個別法によらない任意の情報提供

消費者事故等の通知
5,471件※1

関係省庁・地方公共団体等

事故情報のWeb掲載等
・定期公表・各省との共有
・事故情報データバンク

注意喚起情報の公表等

マスメディア 地方公共団体 事業者団体/
会員企業

周知依頼
対応要請
周知依頼等記者発表

SNS・メールマガジン
「みんなの消費安全ナビ」閲覧

消費者安全調査委員会
(生命身体事故等の原因を調査)

調査の申出 報告書等の
公表

消費生活相談窓口
国民生活センター
消費生活センター等

消費者安全法に基づく通知

※1 2024年度登録件数。
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事故情報データバンク

○平成21年度（2009年度）以降の製品、食
品、サービス等による事故情報を登録
⇒ 約41万件の事故情報を検索可能

（令和７年７月時点）

○掲載内容は、事故発生日、発生場所、事
故状況等の事故の概要
⇒ 当該事故が製品等に起因して

いることが判明している場合は
事業者名、商品名も閲覧可能

○消費者庁と国民生活センターが連携して
運用
URL：https://www.jikojoho.caa.go.jp/

概要

○消費者庁に集約された事故情報を公表するデータベース
消費者庁、厚生労働省、経済産業省、農林水産省、国土交通省、製品評価技術基盤機構（nite）、日本司
法支援センター（法テラス）、日本スポーツ振興センター、国民生活センター、全国の消費生活センター、
日本中毒情報センターの情報を登録

⇒ 報道関係者、研究者、地方公共団体、事業者、消費者等の様々な主体により、事故防止に活
用される

事故情報データバンク

サイト画面
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注意喚起の実施状況①

【事例１】棺内のドライアイスによる二酸化炭素中毒
に関する注意喚起（令和５年９月21日）

葬儀の際、遺体の補正目的で棺（ひつぎ）内に
置かれていたドライアイスによる二酸化炭素中
毒が疑われる死亡事故が消費者庁に寄せられた。

棺内にドライアイスを設置した際の二酸化炭素の
推移について、国民生活センターで調査を実施。
事故事例・調査結果等を踏まえ、国民生活セン
ターと連名で注意喚起を実施した。

【事例２】スノースポーツ中の事故に関する
注意喚起（令和５年12月26日）

本格的なシーズンに合わせ、スノースポーツ
での事故防止を呼びかけ。

全国スキー安全対策協議会が公表している
事故情報と消費者庁に寄せられた事故情報
をもとに、
○事故情報の状況や事故事例
○注意すべきポイント
などを紹介した。 3 



注意喚起の実施状況②

【事例３】リチウムイオン電池使用製品の取扱い
に関する注意喚起（令和６年12月５日）

経済協力開発機構（OECD）の加盟国における、
リチウムイオン電池の安全性に関する国際共同啓
発キャンペーンの実施にあわせて、リチウムイオ
ン電池使用製品の取扱いに関する注意喚起を実施。

寒い時期に使われる暖をとるための製品(電熱
ウェア、充電式カイロ等) に焦点を当て、
○リチウムイオン電池は熱や衝撃に弱いといった
性質があること
○リチウムイオン電池使用製品の取扱いに関する
注意ポイント
などを紹介した。

【事例４】自転車用ヘルメットの安全性を示すマーク
に関する注意喚起（令和６年12月12日）

消費者庁で、インターネット上で自転車用ヘル
メットを標ぼうする商品を販売する事業者３社に
対し、これら事業者が景品表示法に違反する不当
表示（優良誤認表示）を行ったことから、措置命
令を実施。

消費者に対し、自転車用ヘルメットの安全性を示
すマーク・規格について紹介するとともに、自転
車用ヘルメットを購入する際のアドバイスなどを
行った。
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注意喚起のツール

消費者や事業者等に幅広く周知するため、消費者庁ウェブサイトのほか、SNS、メー
ルマガジンといったツールを活用

X（旧Twitter） メールマガジン
〇消費者庁X（旧Twitter）（@caa_shohishacho）

〇消費者庁 みんなの消費安全ナビX（旧 Twitter）
（@caa_kodomo)

※ 事故防止を中心に、安全な消費生活に役立
つ情報を定期的にお届けしている。

〇みんなの消費安全ナビ from 消費者庁
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